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おいて、施設
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○ また、低所得の要介護者が利用できる施設（地域に密着した小規模の施設、

軽費老人ホーム、養護老人ホームなど）も地域のニーズに応じて確保してい

く必要がある。 
   

○ さらに、介護が必要な低所得の高齢者を対象に、既存の空家等を活用する

ことにより、低廉な家賃の住まいを確保し、併せて見守りや日常的な生活相

談等の生活を支援する取組も検討すべきである。 


